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       宇 野 智 明 事 務 局 長    榊   一 行 事 務 局 次 長 

       鴨志田 智 宏 議 事 係 長 

            ─────────────────── 

午前１０時開議 

○深谷秀峰議長 ご報告いたします。 

 ただいま出席議員は１８名であります。 

 便宜，欠席議員の氏名を申し上げますので，ご了承願います。７番鈴木二郎議員，以上１名で

あります。 

 定足数に達しておりますので，直ちに本日の会議を開きます。 

            ─────────────────── 

○深谷秀峰議長 本日の議事日程は，お手元に配付いたしました議事日程表のとおりといたしま

す。 

            ─────────────────── 

 日程第１ 一般質問 

○深谷秀峰議長 日程第１，一般質問を行います。 

 昨日に引き続き，通告順に発言を許します。 

 ６番深谷渉議員の発言を許します。深谷渉議員。 

〔６番 深谷渉議員 登壇〕 

○６番（深谷渉議員） おはようございます。６番公明党の深谷渉でございます。ただいま議長

より発言のお許しをいただきましたので，通告に従いまして質問させていただきます。 

 初めに，生活困窮者自立支援についてでございます。 

 ３月の定例議会の議案で生活困窮者自立支援制度の説明があり，今年度からその支援制度がス

タートいたしました。この制度は，これまでともすると制度のはざまに置かれてきた，本来であ

ればもっとも支援されるべき対象でありながら，支援の手が届いてこなかった人々に寄り添い型

で包括的な支援を届ける仕組みで，仕事や健康などで深刻な問題を抱えた人を生活保護に至る前

に支え，新たな人生への挑戦を後押しする画期的な法律でございます。 

 当初，平成２７年度の事業費については，十分な予算が確保されることが危ぶまれていました

が，生活困窮者自立支援に携わっている人々の思いを受け，公明党が政府に対して強く必要な予

算の確保の要請をした結果，初年度で国費４００億円，総事業費６１２億円が確保されました。

現在，約９００の地方自治体において相談窓口が設置されましたが，これからこの制度を充実さ

せ，市民にとって頼りになるものにしていかなければなりません。本市でも積極的な取り組みを

お願いして，以下の３点にわたりお伺いをいたします。 

 初めに，制度のきめ細かな周知について伺います。 

 せっかく制度を立ち上げたにもかかわらず，知られていないではこの制度の求める成果はなか

なか得られません。また，生活困窮者自立支援制度の対象は限定されておりませんので，従来の
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課題別，対象別の制度ではないということを十分理解することが必要だと考えます。川崎市等の

先進的な自治体においては，市の広報で大きく取り扱い，それを全世帯に個別に配布する等きめ

細かな取り組みを行い，制度を周知しております。本市における周知方法において，今後の取り

組みをお伺いいたします。 

 続きまして，関係部署や関係機関との連携体制を強化し，早期発見・早期支援の体制構築の充

実について伺います。 

 この制度を，相談窓口に職員を置くということだけで終わらせてはなりません。そもそも生活

困窮者の方は自らＳＯＳを発することが難しい方々です。アウトリーチを含めた相談体制や地域

の関係機関や各部署との連携体制を構築し，早期発見・早期支援が必要だと考えます。 

 よい事例として，豊中市の地域福祉ネットワーク会議とライフセーフティーネット総合調整会

議という重層的に対応する仕組みや，滋賀県の野洲市方式，すなわち市役所のどこかで，例えば

多重債務等の相談でキャッチしたら，ご本人の同意を得た上で関係部署，関係機関からこの窓口

に紹介し，着実に支援につなげるという仕組みは取り組みやすいと思います。制度の効果を高め

ることになると思います。本市における連携体制や，早期発見・早期支援体制の取り組みについ

てのご所見をお伺いいたします。 

 ３つ目に，相談後の出口戦略として重要な任意事業，特に就労準備と家計相談事業の実施につ

いてお伺いをいたします。 

 この「自立支援法」には，３月議会での説明もありましたが，２つの必須事業と５つの任意事

業があります。本市では，必須事業である自立相談支援事業と住居確保給付金の事業に４月から

取り組んでおります。しかし，相談後の出口戦略である任意事業の就労準備や家計相談の実施は，

今後欠かせないものと考えられます。就労準備事業や就労訓練事業といった就労支援は，自治体

が行うものといっても，既存のハローワークと同じことをするわけではございません。あくまで

自治体における就労支援は，福祉の観点と職業キャリア面での支援を同時にきめ細かく行い，地

域に多様な人材を確保するということが大事なことだと考えます。 

 先ほど述べた豊中市などでは，就労支援を地域サービスと位置づけ，先進的な取り組みを行っ

ております。この任意事業の取り組みについて，今後どのようなお考えをお持ちなのか，ご所見

をお伺いします。 

 続きまして，空き家問題について伺います。 

 特別措置法の全面施行に伴うポイントについて，まず伺いたいと思います。放置された空き家

の撤去や活用を促す，「空家等対策の推進に関する特別措置法」が先月５月２６日，完全施行さ

れました。管理が不十分な空き家は景観の悪化だけでなく，ごみの不法投棄や不審者の侵入，放

火や地震による倒壊のおそれなど，地域に及ぼす影響が大きいことは誰もが危惧しているところ

であります。 

 総務省の調査によれば，全国の空き家は毎年のように増え続け，総住宅数の１3.５％に当たる

８２０万戸，これは２０１３年の時点でございますけれども，８２０万戸に上っております。こ

のため，本市を含め４００を超す自治体が空き家の適正管理を進める条例を制定し，対策に乗り
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出しておりますが，所有者の把握や撤去の費用など，自治体の対応だけでは限界があるのが実情

でございました。 

 今回の「空家対策特別措置法」の完全施行は，これらの状況を改善する方策であることは間違

いないと思われます。そこで，今回の完全施行に伴う特措法のポイントをご教示ください。また

今後，これにより本市の空き家対策の対応は何がどのように変わるのか，あわせてお伺いをいた

します。 

 次に，空き家の所有者の中には，遠隔地に住んでいるなどさまざまな事情で，空き家の維持管

理や処分，利活用の方法に悩む人も少なくないと思われます。空き家を減らすためにもこうした

人たちの相談や周辺住民の苦情に応じる体制を整備することも必要であります。一方，実態調査

や所有者の特定など，対策を担う市の負担は決して軽くはないと思いますが，地域住民や遠隔地

の方の要望に十分対応できる対策が求められております。 

 今後，本市としても個別の対策計画を策定してまちづくり計画と連動させるなど，中長期的な

視点で取り組む必要があるのではないでしょうか。そこで，空き家等に関する対策を総合的かつ

計画的に実施するため，基本指針に則して空き家等対策計画を定め，実施に関する協議を行うた

めの協議会の設置等に対してどのようにお考えなのか，ご所見をお伺いいたします。 

 続きまして，鳥獣被害対策についてお伺いいたします。昨日も鳥獣被害対策の質問がありまし

たけれども，多少重複するかもしれませんけれども，ご了承願いたいと思います。 

 「改正鳥獣保護法」についてお伺いいたします。 

 動物に食い荒らされた農作物の被害は，２０１３年の調査によると，全国で１９９億円以上の

被害が出ております。また，貴重な高山植物への食害など生態系に与える影響や，市街地で人間

に危害を加えることもたびたびあります。先週の土曜日には，常陸大宮市で親子２人が庭先でイ

ノシシに襲われ，重傷を負うという痛ましい事故がございました。 

 こういった事態を改善するために，法律の目的に鳥獣の管理を加えた捕獲体制を強化する「改

正鳥獣保護法」が，先月の２９日に施行されました。そこで，今回の改正内容を具体的にご教示

願います。また，この法改正により，本市の今の捕獲体制と違う新たな捕獲体制ができてくるの

か，お伺いをいたします。 

 次に，ＩＣＴを活用したイノシシ等の捕獲についてお伺いをいたします。 

 総務省は，地域課題の解決に資するＩＣＴの利活用を普及・促進していくことを目的として，

地方創生に資する先進的な地域情報化事例を広く募集し，表彰を行いました。その結果が今年の

１月に発表になっております。その中に長野県塩尻市のセンサーネットワークによる鳥獣被害対

策が特別賞を受賞しております。その対策を少しご説明させていただきます。 

 長野県塩尻市北小野の上田地域では，２０１１年度耕作面積約２７ヘクタールのうち，８５％

が鳥獣被害に遭っていました。野生鳥獣の中でもイノシシによる被害は深刻で，皆さんご存じの

ようににおいがひどいため，荒らされた田畑の作物は出荷ができなくなります。電気柵の設置な

どハード面の対策を実施してきましたが，効果は乏しい状況でした。 

 そこで，同地域では鳥獣被害対策にＩＣＴを導入しました。水田の周辺に野生鳥獣の出没を検
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知するセンサーを設置，イノシシなどがセンサーの近くにあらわれると，サイレンの音や光で追

い払う。さらに，地元農家や猟友会に対し，出没時間と場所がメールで配信されます。いわば，

有害鳥獣の動きの見える化を行いました。出没の場所に限定して捕獲用のわなとおりを設置し，

駆除対策が効率的に実施できるようになりました。センサーはわなとおりにも設置されています。

動物がわなにかかると農家や猟友会にメールが届くため，捕獲後の処理も迅速にできます。 

 一連の取り組みが奏功し，２０１２年度には被害面積が２０％まで減少し，２０１３年度には

被害ゼロを達成しました。１１年度と比べ，同地域の農業収入は約 6.５倍に増えたといいます。

対策の成功は，農家の耕作意欲の維持につながっているとのことでございます。 

 本市でも捕獲隊の高齢化や隊員の確保が厳しい中，捕獲の効率化を図り，捕獲隊の補完をする

技術として，ＩＣＴを導入した塩尻市のイノシシ被害対策を調査・研究していただき，モデル地

区への試験的導入まで図っていただきたいと考えますが，ご所見をお伺いいたします。 

 最後に，防災行政無線についてお伺いいたします。 

 防災行政無線は，本市において現在，防災情報以外イベントの情報など市民へ周知したい情報

を届けております。外出していて放送を聞けなかった方や聞き取りにくかった方のために，防災

行政無線で放送した内容を確認する方法は，本市では現在，インターネットで確認する方法と有

料のテレホンサービスで確認する方法があります。この有料電話での確認方法の利用がどれほど

あるのか疑問でございます。市民の多くは知らないのが現状ではないでしょうか。 

 多くのほかの自治体では，有料ではなくフリーダイヤルで自動音声応答が聞けるようになって

おります。本市でもフリーダイヤルにして，市民が気軽に確認でき，重要な情報などを確かめや

すい環境を整えてはいかがでしょうか。ご所見をお伺いいたします。 

 以上で私の１回目の質問を終わります。ご答弁よろしくお願いいたします。 

○深谷秀峰議長 答弁を求めます。保健福祉部長。 

〔西野千里保健福祉部長 登壇〕 

○西野千里保健福祉部長 生活困窮者自立支援制度についてのご質問で，まず制度のきめ細かな

周知についてのご質問にお答えいたします。 

 生活困窮者自立支援相談事業につきましては，本年４月１日から専門の相談支援員１名を社会

福祉課生活支援係の中に配置いたしまして，生活困窮者からの相談を随時受付しているところで

ございます。本市では，本年５月１１日号のひたちおおたお知らせ版において，相談窓口の開設

の記事を掲載いたしたところでございますけれども，議員のご発言にもございましたように，国・

県等の取り組みなども含めまして，まだ制度が広く周知されていないことなどもございまして，

新制度に基づく自立相談支援といたしましては，これまで４月に２件，５月に３件の合計５件の

相談をお受けしている状況にございます。 

 今後は，早急に市のホームページや広報紙などに，制度の内容や窓口開設の記事を重ねて掲載

するとともに，主要な公共施設等に制度を紹介するチラシやパンフレット等を配置する。さらに

は，職員あるいは相談支援員が地域や団体等に出向きまして，出前講座などの形で説明を行うな

ど制度のきめ細やかな周知に努めてまいります。 
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 続きまして，早期発見，早期支援の体制構築の充実についてのご質問にお答えをいたします。

生活困窮者の早期発見につきましては，これまで以上に地域や団体，関係部署や関係機関等との

連携強化，さらには情報の共有化が必要かつ重要となってまいります。とりわけ日ごろから地域

の情報収集に努め，地域の事情に深く精通をされております地区の民生委員児童委員の皆様との

連携が最も重要であると考えております。 

 地区民生委員児童委員の皆様に対しましては，既に５月１５日から各地区ごとに開催されてお

ります民生委員児童委員協議会の会合に出向きまして，制度や窓口開設についてのご説明をさせ

ていただいているところでございまして，今後も必要に応じまして連携を図りながら，支援を必

要とするケースの早期発見・早期支援につなげてまいりたいと思います。 

 また，市の社会福祉協議会におきましては，生活困窮者等に対しまして，生活福祉資金貸し付

けなどの生活支援サービスを行っておりますので，情報共有，情報交換をさらに密にしながら，

要支援者の早期発見・早期支援につなげてまいりたいと考えております。 

 続きまして，任意事業の実施についてのご質問にお答えをいたします。 

 前段の答弁でも触れさせていただきましたように，本市では今年度につきましては，専門の相

談支援員を配置し，相談窓口を開設することを基本といたしまして，県内の多くの自治体同様に

２つの必須事業の取り組みを実施することにより，制度をスタートすることといたしたところで

ございますけれども，この制度をより実効性あるものに高めていくためには，相談内容などを踏

まえまして，適時適切に任意事業を実施していくという取り組みが必要となってくると考えてお

ります。 

 任意事業の実施に当たりましては，自立支援相談窓口での相談内容や自立支援のための活用で

きる既存の各種制度の内容なども踏まえまして，その必要性を検証するとともに，本市における

サービス提供体制の現状なども十分踏まえながら，優先的に取り組む必要があると考えられるも

のから段階的に実施するなど，各年度において柔軟に対応してまいりたいと考えております。 

○深谷秀峰議長 市民生活部長。 

〔樫村浩治市民生活部長 登壇〕 

○樫村浩治市民生活部長 空き家問題についてのご質問にお答えをいたします。 

 近年，適切な管理が行われていない空き家等が年々増加し，社会問題となっております状況か

ら，当市におきましては，平成２５年７月に常陸太田市空き家の適正管理に関する条例を施行し，

対応を図ってまいりましたが，さらなる対応等の促進を図りますために，国におきまして，「空

家等対策の推進に関する特別措置法」が，本年５月２６日に全部施行となったところでございま

す。 

 １点目のこの特別措置法のポイントについてのご質問でございますが，１つといたしましては，

除去，修繕など生活環境の保全を図るために措置が必要な空き家といたしまして，特定空き家等

の定義が規定されたことでございます。特定空き家等についてでございますが，そのまま放置す

れば倒壊など著しく保安上危険となるおそれのある状態，または著しく衛生上有害となるおそれ

の状態，適切な管理が行われていないことにより著しく景観を損なっている状態，その他周辺の
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生活環境の保全を図るため，放置することが不適切である状態と認められる空き家等となってご

ざいます。 

 ２つ目といたしましては，この特定空き家等に対しましては，行政代執行により措置ができる

ということでございます。これによりまして，最終的には行政サイドで処理ができるものでござ

います。 

 ３つ目といたしましては，固定資産に係る課税情報の内部利用と住宅用地特例措置の除外が可

能になったことでございまして，課税情報の内部利用により，所有者の特定などに対しましてよ

り迅速な対応が図れること，住宅用地に対します税制上の軽減措置があるため，空き家の除去な

どが進まないという指摘に対応したものとなっております。 

 以上３点がポイントと考えております。 

 続きまして，今後の対応で何が変わるのかというご質問でございますが，条例におきましては，

最終的な対応といたしまして措置命令までとなっておりまして，現況の改善ということに対しま

しては強制力に限界がございましたが，法律の規定に基づき，所定の手続を踏みながら，行政代

執行により現況改善まで進めることができるということでございます。 

 また，空き家の所有者の特定につきましては，独自に調査を行い，これまで長い時間を費やし

ておりましたものが，課税情報の内部利用により，迅速な対応と勧告に従わない場合は，住宅用

地の税特例措置の除外による空き家の除去を促す効果が望めるという，税務課と連携した対応が

可能となっております。 

 ３点目の空き家除去後の土地の活用も含め，空き家等対策計画の策定と協議会の設置について

のご質問でございますが，現時点におきましては空き家除去後の土地の活用につきましては，個

人の財産として所有者の考えもございますので，難しいものと考えておりますが，現在，市で推

進しております空き家の活用ということも踏まえまして，今後，県の助言や他市町村の状況を調

査しながら，計画の策定や協議会の設置の有無につきまして検討してまいりたいと考えておりま

す。 

○深谷秀峰議長 農政部長。 

〔滑川裕農政部長 登壇〕 

○滑川裕農政部長 農政部関係の鳥獣被害対策についてのご質問にお答えいたします。 

 まず，ご質問の１点目の「改正鳥獣保護法」の改正の内容といたしましては，従来の「鳥獣の

保護及び狩猟の適正化に関する法律」は，環境省がその保護と日常生活や農業，生態系への被害

を防止することを掲げ，鳥獣の保護と狩猟の適正化を目的としてきたものでございましたが，今

回の改正により新たに，必要な限り指定をする鳥獣を積極的に減らしていく方針として，管理と

いう概念が盛り込まれました。名を「鳥獣の保護及び管理並びに狩猟の適正化に関する法律」に

改め，この５月２９日に施行されたものでございます。 

 改正の主なものといたしましては，１つは施策体系の整理として，県が策定する鳥獣保護の事

業計画を鳥獣保護管理事業計画に改め，保護すべき鳥獣のための計画と管理すべき鳥獣のための

計画としたこと。これにより，ニホンジカやイノシシ等を管理すべき指定管理鳥獣と位置づけし，
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平成３５年度までに生息数をほぼ半減させることを目的に定めたものでございます。本市に特に

関係するイノシシにつきましては，全国レベルで８８万頭を約５０万頭に減少させることとして

おります。 

 ２つ目として，集中的かつ広域的に管理を図る必要がある鳥獣の捕獲等を行う事業を新たに創

設し，都道府県においてイノシシなどの指定管理鳥獣にかかわる捕獲等の事業を実施することが

できるものとしたこと。 

 ３つ目として，捕獲等を行う事業について認定制度を導入したものであり，捕獲等を実施する

ものは一定基準に適合していることにより，国及び都道府県知事の認定を受けることができるも

のとしたこと。これにより，法人格を有する民間事業者等の参入が可能となったものでございま

す。 

 ４つ目として，猿に限り，居宅集合地域等における麻酔銃による捕獲に許可の制度を導入した

こと。 

 ５つ目として，網及びわな猟の免許取得の年齢を２０歳以上から１８歳以上に引き下げたこと。 

 以上の５点となっております。 

 次に，この改正を受けて，今後の新たな捕獲体制についてのご質問にお答えいたします。 

 今回の改正は，イノシシの被害に悩む本市にとって，よりよい方向での改正がなされたものと

受けとめております。今後は国・県及び民間事業者等の動きを注視しながら，新たな体制作りに

向け協議検討を行っていく必要があるものと考えております。しかしながら，改正後日が浅く，

具体的な動きがまだ見えないことから，当分の間につきましては，現在のイノシシの捕獲頭数が

確保できるよう，市捕獲隊及び各町会等との連携により，現在実施する各種事業を推進してまい

ります。 

 続きまして，２点目のＩＣＴ，情報通信技術を導入したイノシシ等の被害対策につきましては，

長野県塩尻市におけるけもの検知センサー及びわな捕獲センサーの活用による，水田２７ヘクタ

ールの稲作被害がゼロとなった実証実験につきましては，本市にとって大変参考になるものであ

ると考えております。また，捕獲監視システムを導入する京都府京丹後市の事例もございますこ

とから，システム導入による費用対効果及び効率性等も含め，先に答弁いたしました法改正によ

る国及び県，民間事業者等の動きを視野に入れつつ，調査検討を行ってまいりたいと考えており

ます。今後につきましても，効率的かつ効果的なイノシシの捕獲を検討し，農作物の被害軽減に

努めてまいります。 

○深谷秀峰議長 総務部長。 

〔植木宏総務部長 登壇〕 

○植木宏総務部長 防災行政無線の放送内容の確認方法についてのご質問にお答えをいたします。 

 本市防災行政無線のテレホンサービスにつきましては，放送終了後２４時間，最大１０件まで

自動応答により放送内容を確認することができますが，フリーダイヤルにはなっておりません。

フリーダイヤルとなっております他の自治体の例を見ますと，主に各世帯に個別受信機が配置さ

れておらず，屋外拡声子局のみが設置されている自治体でございまして，本市のように個別受信
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機が全世帯に配置されております県内１２の市町村の例を見ますと，テレホンサービス自体を実

施していない自治体が８団体でございます。テレホンサービスをフリーダイヤルで実施している

自治体は１団体ございます。本市と同様に，有料サービスとしております自治体が３団体でござ

います。 

 このようなことから，現在当市におきましては，市のホームページで放送内容を無料で確認で

きますこともありますので，フリーダイヤル化につきましては今後の検討課題とさせていただき

たいと存じます。 

○深谷秀峰議長 深谷議員。 

〔６番 深谷渉議員 質問者席へ〕 

○６番（深谷渉議員） ただいまはご答弁大変ありがとうございました。 

 それでは，再質問をさせていただきます。 

 初めに，生活困窮者自立支援についてでございます。丁寧なご答弁をいただきましたのでおお

むね理解したつもりでございますけれども，参考までに私が例としまして，滋賀県の野洲市の生

活困窮者自立支援のモデル事業内容を多少説明いたしましたが，もっと詳しく内容を説明してい

ただきまして，そのご感想を伺わせていただければと思います。よろしくお願いします。 

○深谷秀峰議長 保健福祉部長。 

○西野千里保健福祉部長 滋賀県野洲市の取り組みについてのご質問にお答えをいたします。 

 滋賀県の野洲市につきましては，平成２５年において国の生活困窮者自立促進支援モデル事業

に取り組まれておりまして，その中で生活困窮者をめぐる問題の深刻化，あるいは相談に対する

横断的・包括的な支援の強化を図るために，総合的な相談窓口といたしまして市民生活相談課を

設置いたしまして，介護保険料や保育料，学童保育料，国民健康保険税，固定資産税，軽自動車

税，さらには給食費，上下水道料，あるいは市営住宅家賃等を所管する３１課の組織が参画する

庁内の委員会を設置いたしまして，市役所庁内において情報の共有を図ることにより，生活困窮

者の早期把握・支援を実施しているというふうに伺ってございます。 

 生活困窮者の自立支援を進めるに当たりましては，野洲市のような取り組みのように保健福祉

部内にとどまらず，庁内部局が緊密な連携を図ることによって全庁的に検討する，そういった包

括的な対応が必要になってくるものと考えております。今後，野洲市のような先進事例を参考と

いたしまして，全庁的な体制作り，さらにはそれを進めるに当たりましては，既存の支援体制な

ども踏まえまして検討を進めてまいりたいと考えておりますし，またそうした体制をもとに，い

わゆる生活困窮者支援の手順でありますアウトリーチ，アセスメント，プランニング，そしてプ

ランの評価，フォローアップといった一連の流れあるいは仕組みを構築してまいりたいと考えて

おります。 

 以上でございます。 

○深谷秀峰議長 深谷議員。 

○６番（深谷渉議員） ありがとうございます。野洲市はモデル事業として始めたわけでありま

すけれども，将来的にやはりモデル事業のような形に少しでも近づいた，地域によっていろいろ
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方策はございますけれども，まず何といっても全庁的な体制作り，今おっしゃったようなそうい

った対策が必要だと思います。野洲市はそういう意味で市民生活相談課という課を作りまして，

市民相談をワンストップで受けるという体制を作りまして，いろいろな情報を各部署からキャッ

チしながら，アウトリーチを含めた相談体制を行って成果を上げているということを聞いており

ます。ＳＯＳをとってくる，そういった積極的な方策にぜひとも取り組んでいただきたいと要望

をいたします。 

 続きまして，「生活困窮者自立支援法」につきましては以上でございます。 

 最終的な問題として出口戦略です。それも今後１年間取り組んでみて，本市として出口戦略と

して何を行っていくのかも，今後検討していくということでございますので，ぜひともその検討

をよろしくお願いしたいと思います。 

 続きまして，空き家問題についてお伺いいたします。 

 先ほどご説明をいただきました本市の条例におきますと，空き家への立ち入り調査，助言，指

導，勧告，命令，名前の公表まででありましたけれども，この特措法によって行政による代執行

までできるようになりました。上位法である特措法が条例より踏み込んだ内容になっております

けれども，今後本市の条例の方向性，その点をお伺いしたいと思います。 

○深谷秀峰議長 市民生活部長。 

○樫村浩治市民生活部長 本市の条例の方向性についてのご質問でございますけれども，市の空

き家の適正管理に関する条例につきましては，今回の上位法でございます特別措置法におきまし

て，その内容が網羅されているというところですので，今後，同様の条例を制定しております他

市町村の動向を見ながら，条例の改廃につきましても検討してまいりたいと考えております。 

 以上でございます。 

○深谷秀峰議長 深谷議員。 

○６番（深谷渉議員） ありがとうございます。結局そういう方向になってくるかなと思うんで

すけれども，今後とも状況を見て，条例を改正していくのかどうか，しっかりと判断していただ

きたいと思います。 

 次に，特定空き家等に対する措置に関する適切な実施を図るために必要な指針，いわゆるガイ

ドラインが国から示されております。それには，本市と同じように，勧告書と戒告書の書式も同

時に示されているんですけれども，今後本市では，本市独自の書式ではなくて，ガイドラインの

書式で特定空き家等の所有者に対して通知をしていくのか，その辺はどのようにお考えなのかを

お伺いいたします。 

○深谷秀峰議長 市民生活部長。 

○樫村浩治市民生活部長 書式の使用についてのご質問でございますが，基本的には上位法に基

づく様式を使用することになると思われますが，今後県の助言などをいただきながら，あわせて

他市町村の足並みをそろえるような形で進めてまいりたいと考えております。 

 以上でございます。 

○深谷秀峰議長 深谷議員。 
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○６番（深谷渉議員） ありがとうございます。特定空き家という新しい概念ができまして，全

面施行により，先ほどご説明があったように，１つが倒壊のおそれがある，もう一つが衛生上著

しく有害であると，３つ目が景観を著しく損なうと，４つ目が生活環境が保てない，そのいずれ

かに該当する空き家を特定空き家と認定して立ち入り調査，所有者に対しての撤去，修繕，勧告

命令が可能になってくるわけでありますけれども，本条例の施行から，特定空き家の４つの条件

のいずれかに当てはまる空き家というのは，現在把握している段階で本市に何軒あると見込まれ

るでしょうか。ちょっとお伺いしたいと思います。 

○深谷秀峰議長 市民生活部長。 

○樫村浩治市民生活部長 現在調査中の案件でございますが，１８軒ございますが，このうち，

あくまでも外見上の形態から該当すると思われます案件が１２軒ございます。 

 以上でございます。 

○深谷秀峰議長 深谷議員。 

○６番（深谷渉議員） ありがとうございます。順次，調査に入りまして，そういったところの

勧告等を行ってくるかと思うんですけれども，所有者が勧告に従わない場合は，固定資産税の優

遇措置を打ち切るということでございますけれども，必要な措置を勧告した時点で打ち切られる

のか。具体的にどの時点になった場合に，固定資産税の優遇措置が打ち切られるのかを，もう一

度わかりにくかったものですから確認させていただきたいと思います。 

○深谷秀峰議長 市民生活部長。 

○樫村浩治市民生活部長 固定資産税の賦課についてのご質問でございますけれども，固定資産

税の賦課期日，現在，１月１日現在において特別措置法の規定に基づき，既に勧告されたものに

対して住宅用地特例の対象から除外されるということになります。 

 以上でございます。 

○深谷秀峰議長 深谷議員。 

○６番（深谷渉議員） 勧告されたという時点でありますけれども，先ほど国のガイドラインに

沿った書式をお使いになるという方向性であるということでお伺いしました。このガイドライン

の勧告書を見ますと，税制の優遇措置が打ち切られるという内容が，一番下の段に小さくなって

文字が出ているんです。この時点にしか，所有者に対して打ち切られますよという勧告ができな

いのか。それとも，事前にもっと丁寧に勧告前に，こういう状況で打ち切りになりますのでとい

うことで説明ができるのかどうか。その辺をちょっと説明お願いしたいと思います。 

○深谷秀峰議長 市民生活部長。 

○樫村浩治市民生活部長 ただいまご発言のとおり，この国の示すガイドラインの中にはそのよ

うに記載されております。しかしながら，当事者のお考えなども聞きながら，またはよく相談を

受けながら，事前にお話をしながら，勧告の前にも一度お話をしながら進めていくのが一番ベス

トな方向かなというふうに考えております。 

 以上でございます。 

○深谷秀峰議長 深谷議員。 



 ７４ 

○６番（深谷渉議員） ありがとうございます。その部分は非常に重要だと思いますので，ぜひ

とも丁寧な説明をしながら勧告も行っていただきたいと思います。今回の措置については，強い

公権力の行使というのが伴うわけでございますので，その措置にかかわる手続については，やは

り透明性及び適正性の確保が求められてくると思いますので，慎重な対応をぜひともお願いした

いと思います。 

 続きまして，鳥獣被害対策についてお伺いをいたします。 

 「改正鳥獣保護法」については理解をいたしました。環境省が鳥獣保護に鳥獣管理を加えたこ

とは，意義が非常に大きいと考えております。そこで，現在，本市では「鳥獣被害防止特措法」

に基づく鳥獣被害防止計画が作成されていると思いますけれども，「鳥獣保護法」の改正によっ

て，その内容は今後見直される方向になるのかどうか，お伺いをしたいと思います。 

○深谷秀峰議長 農政部長。 

○滑川裕農政部長 当市が策定しております市鳥獣被害防止計画につきましては，農林水産省管

轄の「鳥獣による農林水産業等にかかわる被害の防止のための特別措置に関する法律」，いわゆ

る特別措置法でございますけれども，この法律に基づき策定しているものであり，今回改正され

た「鳥獣保護法」については環境省が行ったものでございます。したがいまして，当該計画につ

きましては，両法律との調整を図りながら，当分の間は数字の見直し等を行いながら，今後も引

き続き策定する必要があるものと検討協議を行っております。 

○深谷秀峰議長 深谷議員。 

○６番（深谷渉議員） ありがとうございます。鳥獣被害防止計画は大切なものだと思いますの

で，改正等ありましたら，ぜひともお知らせいただきたいと思います。 

 続きまして，ＩＣＴを導入したイノシシ等の被害対策の導入についてでございますけれども，

前向きなご答弁をいただきましたので，その中で費用対効果ということでお話がありましたので，

ちょっと説明させていただきたいと思います。 

 費用対効果を含めた調査検討ということでありました。この費用対効果の部分は，地域情報化

大賞の特別賞を受賞した理由の１つに，既に解決されております。その理由として，鳥獣被害を

地域の課題として抱えている自治体が多く存在していることから，課題解決型のアプリケーショ

ンとして場所を選ばず，遠隔地でも地域を絞って複数のセンサーを備え付け，それらをまとめる

スマホなどのネットワーク端末を上位接続機種として配置することで，高価なプログラム開発や

システム構築をすることなく，最小の投資でサービスを短時間で提供することができます。よっ

て，塩尻市と同様のサービスの横展開が容易になりますとの評価でありました。既に，費用対効

果は立証済みでございますので，早い調査研究を要望いたしますのでよろしくお願いいたします。 

 最後に，防災行政無線についてでございます。個別受信機があるところは，基本的にはフリー

ダイヤルでやっていないというようなご答弁かと思います。有料のテレホンサービスでも，フリ

ーダイヤルのテレホンサービスにしても，電話番号がどれだけ知られているかということでは疑

問でございます。番号を徹底させるために，番号をシールに印刷しまして各戸に配布して，シー

ルを電話機本体や近くに張っておくということが，その番号にすぐかけられるという体制をとっ
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ている自治体もございます。お年寄りといった方，インターネットを使えないという方はそうい

ったものを利用するわけですけれども，電話番号をいちいち調べたりせずにできるように，すぐ

電話番号がわかるということが必要かと思います。シール１枚を各戸に配布していただければと

思いますけれども，それによって利便性があると思いますけれども，そのご所見をお伺いいたし

ます。 

○深谷秀峰議長 総務部長。 

○植木宏総務部長 テレホンサービスの利用の周知につきましては，現在は市民生活ガイド，さ

らにホームページ等で周知をしているところでございますが，さらなる周知の必要はあるものと

認識はいたしてございます。今後，市のお知らせ版への定期的な掲載，その他各種の媒体を利用

しての周知を図ってまいりたいと考えております。これらによります利用者の動向等を見ながら，

資料の配布につきましても今後の検討課題とさせていただきたいと考えております。 

○深谷秀峰議長 深谷議員。 

○６番（深谷渉議員） ありがとうございます。 

 以上をもちまして，私の一般質問を終了いたします。 

○深谷秀峰議長 次，２０番宇野隆子議員の発言を許します。宇野隆子議員。 

〔２０番 宇野隆子議員 登壇〕 

○２０番（宇野隆子議員） 日本共産党の宇野隆子です。通告に基づきまして一般質問を行いま

す。 

 安倍政権は５月１５日，国民多数の反対の声を無視して，対外で戦争する国へと日本を作りか

える戦争法案を国会に提出し，夏までに成立させることを狙っています。この法案は憲法９条を

踏みにじり，アメリカが世界で起こすあらゆる戦争に自衛隊が参戦，軍事支援するものであり，

絶対に許せません。衆議院で審議が始まって２週間たちますが，答弁の行き詰まりや食い違いな

どで審議が中断，途中散会，流会が繰り返されております。衆議院の憲法審査会で参議院の憲法

学者全員が，この法案は違憲だと宣告したり，国会論戦の中で深刻な問題点と危険な本質が浮き

彫りになっております。日本共産党は，徹底した審議で法案の危険な本質を伝え，世論と運動で

安倍政権を包囲して，廃案に追い込むために全力を尽くす決意です。 

 最初に，平和の問題について伺います。安全保障法制（戦争法制）について伺います。 

 先ほども述べましたが，安倍内閣は５月１５日，安全保障法案，中身は戦争するためのもので

あり，この戦争法案を国会に提出し，現在衆議院で審議されております。安倍晋三首相は平和安

全法制だと言い，国民の命と平和な暮らしを守るためのものだと言いますが，中身はとんでもあ

りません。 

 法案は全て自衛隊の役割を拡大して，海外派兵や米軍の支援に当てるためのものです。地理的

な制限もありません。地球上どこでも派兵して，米軍のあらゆる戦争に参加します。戦地で活動

して，自衛隊が攻撃される危険もあります。武器を使用して殺傷行為を行う危険も高く，日本が

殺し，殺される道に入る危険が大きく高まります。二度と海外で戦争をしないと誓った憲法の平

和原則を根本から破壊し，日本をアメリカとともに海外で戦争する国に作りかえるもので，憲法
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９条のもとで許されていいはずがありません。 

 ６月４日に開かれた衆院憲法審査会で，参考人全員が集団的自衛権行使を可能にする戦争法案

は違憲という認識を示しました。今，いろいろな問題が醸し出されております。また，この新法

以外の１０本もの既存の「海外派兵法」の改定を，一括法案としてまとめて審議するのは乱暴す

ぎるとそのやり方にも批判が出ております。この法案に対する市長のご見解について伺います。 

 次に，常陸太田市の平和推進の取り組みについて。 

 広島・長崎平和式典への派遣，写真・パネル展示の実施などについて伺います。 

 私は，これまで一般質問や毎年市長に提出をしております予算要望の中で，平和の取り組みの

充実，具体的には平和と命の大切さを学ぶ上から，広島の平和式典への代表派遣をする平和大使

派遣事業や市主催の写真・パネル展示の実施を，水戸市や日立市など他市の取り組みを紹介しな

がら求めてきました。 

 本市では，平和市長会議に２０１０年３月に加盟をして以来，核兵器禁止条約の早期実現を目

指した取り組みの推進，具体的には核兵器廃絶の動きに逆行する行為に対する抗議文の送付等へ

の賛同，署名などに参画をしてきました。今年は終戦，被爆７０周年にふさわしい年にするため

にも，広島・長崎平和式典への派遣，写真・パネル展示の実施などを求めますが，ご所見をお伺

いいたします。 

 ２番目に，マイナンバー制度導入の問題について。 

 １，マイナンバー制度導入と危険性について伺います。 

 日本年金機構が６月１日，年金の個人情報を管理しているシステムがウイルスメールによる不

正アクセスを受け，加入者の氏名や年金番号など約１２５万件に上る個人情報が流出したと発表

しました。大きな問題として，連日ニュース等で取り上げられております。公的年金の個人情報

での大量流出は，公的機関の個人情報管理の脆弱性と絶対安全などないことなどを示しており，

１０月に番号通知を開始する共通番号，マイナンバー制度の前提が崩れていることを浮き彫りに

しております。 

 しかも，安倍政権はまだ施行もしていないのに，国民の預貯金や健康診断情報など，民間機関

が扱う情報にも拡大する法案の今国会成立を狙っております。さらに，カルテや診療報酬明細，

レセプトですけれども，こうしたことなどへの医療情報，戸籍や旅券，自動車登録など次々と拡

大する方針を打ち出しております。マイナンバーは，税金や社会保険料などの徴収強化と社会保

障などの給付抑制を狙うものである上に，一たび流出すればはかり知れない被害を招く致命的な

欠陥制度です。個人情報の分散管理と徹底した個人情報保護対策こそ必要です。 

 マイナンバー制度は，今回流出した年金情報を含む社会保障と税などの膨大な個人情報を行政

が一元的に把握，活用するもので，１０月から番号通知，来年１月から利用を始める計画にあり

ます。ところが，ほとんどと言っていい市民がこの制度の内容，危険性など制度を知らされてい

ない上に，膨大な個人情報を国が一手に握ることへの懸念，情報漏れの不安も広がっております。 

 １点目として実施に向けての市民への周知について，２点目にナンバーの悪用から市民を守る

施策と保障について伺います。 
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 ３番目に原発問題について。 

 １，東海第二原発の再稼働中止，廃炉について市長に伺います。 

 東日本大震災と東京電力福島第一原発事故から，丸４年がたちました。いまだに解明されない

原発事故の原因，放射線量が高くて状態さえ把握できない原子炉内部，流出し続ける大量の放射

性汚染水，その事実を隠す隠蔽体質，このようなもとで原発の再稼働など論外です。今もふるさ

とに帰れない１２万人を超える人たちがなりわいを奪われ，先の見えない不安に苦しみ，子ども

たちの甲状腺異常の発生に不安を募らせております。原発は廃炉に，この政治決断が強く求めら

れております。 

 一昨年９月１５日から全国全ての原発が運転停止しておりますが，電力は足りております。し

かし，安倍内閣は原発を推進し，原子力規制委員会は川内原発に続いて，高浜原発３号機，４号

機も規制基準に適合と判断しました。アメリカでは，事故時の住民避難計画について政府の認可

を受けない限り原発は運転できませんが，日本では，避難計画は審査の対象外となっております。

計画の具体化や責任は，全て当該の自治体任せです。東海第二原発３０キロ圏内９６万人の実効

性のある避難計画は作れない状況です。 

 東海第二原発は運転開始３７年目を迎える老朽原発ですが，事業者である日本原電は，審査申

請は再稼働に直結しないとこのように言いながら，フィルターつきベント設備や防潮堤工事に７

８０億円も投資するなど，着々と再稼働の準備を進めております。 

 日本共産党の調査で，日本原電は再稼働に向けて特別点検装置を既に発注し，この６月から点

検の実施を予定しているということです。特別点検は通常の定期点検とは違い，６０年運転に向

けて義務づけられた特別の点検です。市長もこの特別点検については既にご承知かと思いますけ

れども，お伺いをいたします。 

 再稼働について同意を得るべき地元の範囲ですが，法的枠組みがなく，九州電力川内原発のよ

うに，立地自治体と県のみの手続で同意したというのでは問題です。少なくとも避難計画策定が

義務づけられた３０キロ県内市町村の同意が必要と考えます。これらの問題を踏まえ，東海第二

原発の再稼働中止，廃炉の決断をすべきだと思いますが，市長のご見解を伺います。 

 ２点目は，東海原発の放射性廃棄物Ｌ３の埋め立て処分問題について伺います。 

 ２００１年から廃止措置を進めている東海発電所は，高レベル廃棄物の処分方法や場所が決ま

らず，原子炉解体撤去に手が付けられない状況にあります。原子炉以外の撤去で発生した低レベ

ル放射性廃棄物２万 6,９００トンのうち，濃度が一番低いＬ３廃棄物１万 2,３００トンが敷地内

に埋設する計画となっております。 

 Ｌ３廃棄物は，１キログラム当たり 8,０００ベクレルを基準とする指定廃棄物とは比較になら

ない，１キログラム当たり数万ベクレルの廃棄物です。この放射性廃棄物を深さ５メートル程度

の穴に埋めて，最終処分にすることは本当に問題です。住民が不安を持つのは当然です。放射性

廃棄物の処分は，地下水や大気，海水や人への影響が出る物質の管理であり，綿密な安全性の確

認が必要です。 

 １点目として，原電の埋設計画に対する見解について，２点目に，国と事業者に放射性廃棄物
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の安全管理と適正処分を求めることについてご所見を伺います。 

 ４番目に，学校統合問題について。 

 １，統合後の課題と対応について伺います。 

 ２００８年，金郷小と金砂小が統廃合し金砂郷小学校に，染和田小と北小学校が統廃合し水府

小学校に，２０１２年，瑞竜小と河内小と佐都小が統廃合し機初小学校に，２０１４年，賀美小

と小里小学校が統廃合し里美小学校に，中学校では南中と北中が統廃合し，金砂郷中になりまし

た。市町村合併後，この１０年間で廃校になった学校は，小学校が９校，中学校２校になります。 

 ２０１０年から１１年にかけて県教育委員会が，金砂郷小と水府小の児童４年生から６年生ま

でと全ての保護者に，統合に対するアンケートを行っております。それによりますと，メリット

として，児童の数が多くなったことにより学校内に活気が出てきたと，このように述べられてお

ります。デメリットとして，遠距離通学となる児童は定期路線バスで通学することになり，負担

が大変大きくなった，学校が遠い存在になった，学校ごとで独自に行っていた行事，活動はどの

ようになるのか，こうした状況が挙げられております。メリット，デメリットの内容をどのよう

に把握し，対応しているのかお伺いいたします。 

 ２点目として，統廃合の問題について伺います。 

 文部科学省は，公立小学校，中学校の適正規模，適正配置等に関する手引きを策定して，２０

１５年１月２７日，各教育委員会に通知をしております。文部科学省が，公立小中学校の適正規

模，適正配置の基準を見直すのは何と５８年ぶり。主なポイント，問題点の１つは，学校規模の

適正化としてクラスがえができるかどうかを判断基準に，小学校で６学級以下，中学校で３学級

以下の学校については，速やかに統廃合の適否を検討する必要があるとして，標準を下回る規模

の学校の対応を細かく定めたこと。 

 ２つに，学校の適正配置として従来の通学距離について，小学校では４キロ以内，中学校では

６キロ以内という基準は引き続き妥当としつつも，スクールバスの導入などで交通手段が確保で

きる場合は，おおむね１時間以内を目安とするという基準を加えたことです。一方，手引きは基

本的には学校統廃合推進へ方向転換するものですが，手引き自身が基準の機械的適応にくぎを刺

し，保護者や住民の意向を尊重するよう求めてもおります。 

 さて，地方創生で，政府が地方の人口減少に歯止めをかけることが喫緊の課題と掲げておりま

す。本市も重点戦略のトップに「ストップ少子化，若者定住」を掲げ，さまざまな施策を先進的

に取り組んでおります。私は，子育て世代の移住を進めるためにも，学校がそこにあることが重

要と思います。地方においては，学校がなくなれば人口流出に歯止めがかからなくなる危険に直

面し，一層過疎化に拍車をかけることになります。小さい学校を残して，地域コミュニティの核

としての学校，防災の拠点などの役割を重視しつつ，魅力ある学校作りを進めることが「ストッ

プ少子化，若者定住」につながると思います。 

 そこで１点目に，過疎化と地域コミュニティの核としての学校の役割についての見解を伺いま

す。 

 ２点目として，国の小中一貫教育の制度化について伺います。 
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 政府は３月１７日，小学校と中学校を一体化した９年生の小中一貫の学校を設置することを可

能にする「学校教育法」改正案を閣議決定し，現在衆議院で審議が始まっております。５月２７

日には「学校教育法」改定案についての参考人質疑が衆議院文部科学委員会で開かれ，和光大学

現代人間学部の山本由美ミ教授ら３人が意見陳述をしております。この中で，山本教授は小中一

貫教育の実態調査に取り組んでおります。意見陳述で，次のように述べております。 

 制度化には，一貫校と非一貫校を同一条件で比較した調査がほとんどない。学力向上，問題行

動の減少などと小中一貫教育の因果関係が不明，教育的効果とデメリットの検証が不十分などの

問題点がある。文科省がメリットとして挙げている小中教員の連携は一貫校にしなくても実現可

能だと，このように参考人質疑で述べられております。さらに，一貫校の設置が大規模な学校統

廃合に用いられているアメリカ・デトロイト市などの例にも触れながら，制度化は学校統廃合を

促進するための方途になると指摘をしております。 

 ２０１３年に行った朝日新聞の調査では，学校統廃合の中での計画が導入理由の一因になって

いることを示し，一貫校の設置は統廃合がメーンの目的になると主張しました。一貫校において

小学校高学年の主体性育成に課題があると指摘されていることについて，山本教授は，小学校高

学年で「やればできる」と自己有用感を育み，人格形成の基礎を作ることが中学校での成長にも

つながっていると指摘をして，発達の過程を見ないで，学年段階の区切りをいじってしまっては

いけないと強く批判をしております。 

 国の小中一貫教育の制度化について，衆議院文部科学委員会での参考人質疑で，小中一貫教育

の制度化における問題点を指摘し陳述された山本教授の意見，そして，国の小中一貫教育の制度

化について教育長のご所見を伺います。 

 ５番目に道の駅について。 

 １，道の駅の課題ついて伺います。 

 来年７月のオープンを目指して，着々と準備が進められております複合型交流拠点施設道の駅

ですが，改めて目的を読み上げてみますと，本市の将来にわたるまちづくりの重要な政策，戦略

として常陸太田市民に元気と活力を生み出し，新たな復興への道しるべとして常陸太田市の基幹

産業であり，活力の源でもある農林畜産業の振興を促進するとともに，これら農林水産物に付加

価値を付けた販路拡大を進めるなどの６次産業化を促進する。 

 あわせて，豊かな自然，歴史，食，文化，観光交流資源等の地域資源を生かした交流人口の拡

大を進め，これらを支える市民力を融合して，地域はもちろん県北地域全体の人・モノ・情報等

の交流拡大と地域産業の再建，活性化を進めていく。これらに全市を挙げて総合的に取り組むこ

とにより，市民と地域全体の元気，経済的波及効果を生み出していくと，このように目的が掲げ

られております。 

 オープンまで１年余を残すまでになりました。直売所，レストラン，フードコート，加工品な

どの地産地消，出荷者，出荷計画，品ぞろえ，運営母体などについて，地産地消農林畜産業振興

の取り組みと生産者団体の組織化の進捗状況についてお伺いをいたします。 

 以上で１回目の質問を終わります。 
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○深谷秀峰議長 答弁を求めます。市長。 

〔大久保太一市長 登壇〕 

○大久保太一市長 初めに，安全保障法制についてのご質問にお答えを申し上げます。 

 国及び国民の生命財産を守ることは，政府の最も重要な責務でございます。現在の日本を取り

巻く安全保障環境を考慮しますと，これまでの法制では十分ではないとの考えから，今回整備を

行うものと認識をいたしております。なお，法律の制定改廃につきましては，国権の最高機関で

あります，そしてまた立法機関である国会において行われるものでありまして，今回の法制整備

はこれまでの日本の安全保障政策の大転換を図るものであります。国会において，十分な審議を

尽くしてほしいと考えているところでございます。 

 次に，原発問題のご質問にお答えいたします。 

 初めに，東海第二原発の再稼働中止，廃炉についてでございます。 

 現在，東海第二発電所は新規格基準への適合性確認にかかわる設置変更許可申請，いわゆる安

全審査申請を行っております。この中に，防潮堤の設置等が含まれていることは承知をいたして

おります。これらは，現在も使用済み核燃料を有している東海第二発電所の安全確保を図ること

を前提としたものであり，決して再稼働に直結するものではないことを，原子力所在地域首長懇

談会及び県央地域首長懇話会と事業所の双方で確認の上，申請することを承認したものでござい

ます。 

 先に，日本原子力発電株式会社と取り交わしました覚書によります安全協定の見直しが完了し

ておらず，また住民の安全確保を最優先に捉え，広域の避難計画の策定が完了していない現段階

におきまして，再稼働について議論するには至っておりません。したがって，ただいま現在，判

断をできる状況にはないというところでございます。 

 次に，原電の埋設計画等に関するご質問にお答えします。 

 東海原発の放射性廃棄物Ｌ３の埋め立て処分問題についてのご質問ですが，放射性廃棄物の処

分につきましては，「原子力規制法」に基づき，国の審査により許可が必要となり，建設段階で

は施設の技術基準の適合性審査が行われ，運用段階では保安規定の認可，操業段階では保安検査

が実施されることとなっております。 

 また，廃棄物処分施設の新増設につきましては，原子力安全協定第５条に基づき，県・所在市

町村の事前了解を得ることとされておりまして，隣接自治体の当市は，必要に応じ県から意見を

求められることとなっておりますので，放射性廃棄物の埋設に関しては，これら国・県の審査や

検証，協議の状況を踏まえ，対応していきたいというふうに考えております。また，国等事業者

に，放射性廃棄物の安全管理と適正処分を求めることにつきましては，東海第二発電所安全対策

首長会議を通しまして情報を収集し，対応を検討してまいりたいと考えております。 

○深谷秀峰議長 政策企画部長。 

〔加瀬智明政策企画部長 登壇〕 

○加瀬智明政策企画部長 常陸太田市の平和推進の取り組みにおける広島・長崎平和式典への派

遣，写真・パネルの展示の実施などについてのご質問にお答えをいたします。 
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 本市におけるこれまでの平和推進事業の取り組みといたしましては，市立図書館におきまして，

８月を戦争や平和を考える月間に位置づけをいたしまして，平和や核問題や悲惨な戦争などをテ

ーマに書かれた本などを特設コーナーに設置したりしております。また，戦争童話集のＤＶＤの

上映会を開催したりというような取り組みを行ってまいりました。 

 そうした中，今年は多くの尊い命が奪われました太平洋戦争が終結してから７０年の節目を迎

えました。改めて戦争の悲惨さや平和の尊さを伝えるために，８月に原爆写真・パネル展の展示

を予定いたしております。また，広島・長崎平和式典への派遣につきましては，近隣自治体の取

り組みなども参考にしながら，引き続き検討をしてまいるとともに，今後も多くの市民の皆様と，

身近なところから平和と生命の尊さを考えられるような取り組みを検討してまいりたいと考えて

おります。 

○深谷秀峰議長 総務部長。 

〔植木宏総務部長 登壇〕 

○植木宏総務部長 マイナンバー制度導入についてのご質問にお答えをいたします。 

 初めに，実施に向けての市民への周知についてでございますが，現在，市ホームページへの特

設ページの開設に向けまして作業を進めているところでございます。この中で，マイナンバー制

度の紹介，当面利用する分野，これは社会保障分野，税分野，災害対策分野でございます。また，

スケジュールなど制度の概要や，公表が義務づけられております特定個人情報保護評価書，これ

らを今月末までに掲載をして，周知をしてまいりたいと考えているところでございます。また，

７月のお知らせ版からは，４回にわたりましてマイナンバーについて掲載をして，市民への周知

を図ってまいりたいと考えているところでございます。 

 次に，マイナンバーの悪用から市民を守る施策についてのご質問でございますけれども，制度

面とシステム面の両面から保護措置がとられてまいります。制度面の保護措置といたしましては，

事業者は法律で限定的に明記をされた場合，これは社会保障及び税に関する手続書類の作成事務

などでございますけれども，これらを除きまして，マイナンバーを含む特定個人情報の収集・保

管が禁止をされております。 

 また，マイナンバーを取得する際は，他人の成り済まし等の防止をいたすため，身元確認など

の厳格な本人確認が行われることになります。さらに，マイナンバーの適切な管理につきまして，

内閣府外局の第三者機関でございます特定個人情報保護委員会が監視・監督をいたすことになり

ます。なお，法律に違反した場合の罰則の強化措置もとられているところでございます。 

 次に，システム面の保護措置でございますけれども，従来のとおり，各機関で管理をいたして

おりました個人情報につきましては，引き続きましてそれぞれの機関で管理をし，必要な情報を

必要なときだけやりとりをする，いわゆる分散管理の仕組みを採用してございます。この分散管

理によりまして，芋づる式の情報漏えいは防がれることになってまいります。また，システムに

アクセス可能なものを制限，管理いたしまして，通信する場合は暗号化をされることになります。 

 さらに，マイナンバーを含む自分の個人情報をいつ，誰が，なぜ提供したのか，不正・不適切

な照会，提供が行われていないか，これらをそれぞれのご自身で確認することが可能なマイポー
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タルが開設をされてまいります。このほかに導入に向けましては，特定個人情報ファイルを保有

する行政機関や地方公共団体が，特定個人情報の取り扱いについて自ら評価をいたしまして，特

定個人情報の漏えい，その他の事態を発生させるリスクを分析，リスク軽減のための適切な処置

を講ずることを公表，宣言を行っているところでございます。また，例規の改正整備や取り扱い

に係る庁内研修等も行ってまいります。 

 以上のように，制度面とシステム面の両方から個人情報保護の措置を講じますことによりまし

て，個人情報の漏えいや不正使用などの発生を未然に防ぎ，個人のプライバシー等の保護に努め

てまいりたいと考えてございます。 

 次に，マイナンバーの悪用に対する罰則でございますが，番号法の６７条から７７条におきま

して，マイナンバーを含むファイルを不当な理由がなく提供した場合や漏えい，盗用等に対して，

最も重いもので４年以下の懲役もしくは２００万円以下の罰金が科せられることとなっておりま

す。 

○深谷秀峰議長 教育長。 

〔中原一博教育長 登壇〕 

○中原一博教育長 学校統廃合問題の統合後の課題と対応についての質問でございますが，まず

メリット，デメリットの内容と対応についてお答えいたします。 

 これまで本市では平成２０年以降，小学校では１１校，中学校では２校の統廃合を進めてまい

りましたが，学校統廃合に当たり，一番懸念された課題といたしましては，特に通学環境の変化

に対する対応でございました。統廃合は校区が広がり，一部の児童生徒にとっては通学時間が長

くなることや，徒歩通学からバス通学へあるいはバス通学から徒歩通学へというように，通学方

法が変わることによる安全面での不安感や負担感が大きくなるなどのことが挙げられました。ま

た，新しい環境や交友関係に対しまして，うまくなじんでいけるかどうかなどの児童生徒の不安

感もございました。 

 このような課題等に対応するため，学校統廃合を進める際，保護者や地域の方々との懇談会や

説明会による協議を重ね，理解を得ながら検討を進めてきたところでございます。特に，通学環

境につきましては，バス通学を導入するとともに，負担を少なくするため，また登下校時におけ

る犯罪被害の防止や交通安全対策を図るため，地域子ども安全ボランティアを増員したり，防犯

灯を整備したりして，児童生徒が安全に通学できるようにしたところでございます。 

 また，バス通学となることで，児童生徒の体力の育成に関し懸念される声も一部ございますが，

体育の授業の工夫はもちろんのこと，業間運動を日課に取り入れて，ランニングや縄跳び，体操

を行ったり，遊びを通して友達と交流する楽しさを味あわせ，家庭においても親子で運動をする

ことを勧めて日常的に運動する習慣を身に付けられるよう，取り組みを進めているところでござ

います。 

 さらには，児童生徒の新しい環境，新しい交友関係に対する不安感に対しましては，統合前に

それぞれの学校の児童生徒同士がさまざまな交流活動を行うほか，統合時の学級編成にも配慮し

たり，統合前の教職員を統合校に一定数配置するなどして，児童生徒が新しい環境に適応できる
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よう配慮したところでございます。 

 一方，学校統合のメリットでございますが，児童生徒や教職員の人数が増えることによる教育

活動の充実が挙げられます。学校については，特に人数が少なくなって基準数に満たない場合は，

複数の学年を１人の教員が教える複式学級で授業をしなければなりません。１人の教員が複数学

年を教えるのでその負担と，児童生徒にとっては学習上困難を来す，こういう学校もございまし

たけれども，この状況を解消することができております。 

 また，人数が増えることで体育の球技でチームが組めたり，音楽の合唱や合奏などでパートを

編制したりできることで教育活動が充実すること，また，部活動も希望する部に入れたり，児童

会や生徒会活動で委員会のメンバーが多くなって活発になるなど，教育効果上のメリットがござ

います。さらに，地域が大切に受け継いできた郷土芸能を，統合したことにより児童がほかの地

区のよさを共有することとなり，歴史や文化，伝統を通じ，郷土を愛する心を育むための学習の

充実を図っている学校もございます。 

 学校が保護者を対象に実施しております学校評価アンケートで，「子どもの交友関係が広がっ

た」「子どもは学校生活が楽しいと言っている」などの声が増えていると報告されております。

学校統合は，児童生徒や教職員の人数が増え，多様な教育活動や人間関係からコミュニケーショ

ン能力を高めるとともに，児童生徒ともに教職員やＰＴＡ活動の活性化を初め，学校全体の活性

化に結びついていると考えております。今後ともこれらのメリットを大事にしながら，統合校に

おける教育の一層の充実を図ってまいりたいと考えております。 

 次に，統合の問題の過疎化と地域コミュニティの核としての学校の役割についてのご質問にお

答えいたします。 

 学校の統廃合に伴い，一部の地域から学校がなくなることは統合後の学校と地域との関係が薄

れてしまうのではないかとの声もありました。また，学校は地域の文化やスポーツ活動の拠点，

それから地域コミュニティを形成する場所として，その役割を担ってきたことは事実でございま

す。児童生徒の一定数を確保した教育環境を第一に考えると，適正な学校規模を維持するため，

統合を今まで検討してきたところでございます。 

 これまで市教育委員会といたしましては，このような課題も含め，学校統合については保護者

や地域住民等との懇談会や説明会等による協議を何回も重ね，理解をいただきながら検討を進め

てきたところでございます。統合した後も，地域の方々にゲストティーチャーとして教育活動の

中で協力をいただいたり，さまざまな学校行事に参加していただいたりするとともに，児童生徒

も３世代交流を初め，地域のさまざまな行事に参加することで，地域の一員として地域の方々と

触れ合う機会を確保しているところでございます。 

 このような中で，統合後の学校と地域との関係が薄れてしまう懸念につきましては，現在市で

は旧小学校単位にある公民館ごとに，地域内活動団体や町会等が連携した新たな地域コミュニテ

ィ組織の構築を進めているところでございます。 

 なお，今年１月に国より示された小中学校の適正規模，適正配置の基準では，小学校において

は，全学年でクラスがえを可能とするため，１学年２学級以上，中学校においては，全ての授業
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で教科担任による学習指導を行うため，９学級以上確保することが望ましいと示しておりますが，

本市におきましては，これまでの統廃合の経緯や地理的，歴史的な背景を踏まえ，金砂郷地区，

水府地区，里美地区においても，小中学校１校ずつ残す基本指針をこれからも踏襲し，できる限

り地区単位での地域のコミュニティが保持されるよう進めてまいる考えでおります。 

 次に，国の小中一貫教育の制度化についてお答えいたします。 

 政府は小中学校の義務教育９年間で，継続的，系統的な学習により児童生徒を育てる小中一貫

校，（仮称）義務教育学校を制度化する学校教育法改正案を今年３月に閣議決定したところでご

ざいます。その導入の狙いは，現在心身の発達に応じて義務教育として行われる普通教育におい

て，基礎的なものから一貫して施すこと，いわゆる９年間の育ちを一貫して見ていこうというも

のでございます。また，中学校に進学した際に，いじめや不登校が…… 

〔「先ほど述べてわかっていますので」と呼ぶ者あり〕 

○深谷秀峰議長 宇野議員，発言は控えてください。 

○中原一博教育長 増えるとされる中１ギャップの解消を図ることや，小中学校同士の子どもた

ちの交流を広げることも狙っております。 

 本改正案につきましては，現在国会で審議中であり，平成２８年４月１日の施行を目指してい

るところでございます。本年１月の中央審議会答申の概要を確認いたしますと，学習指導要領に

基づくことを基本とした上で，義務教育学校では各校が独自に教科を設置したり，指導内容を学

年で入れかえたりするなど，カリキュラムを弾力的に運用できる方向が示されております。また，

小学校６年間，中学校３年間といった現行の制度だけでなく，９年間を４年，３年，２年や，４

年，４年，１年といったように分け，学校や地域の実情に合わせて柔軟に運用できることなども

挙げられております。 

 一方，現在の小学校６年，中学校３年生の学校と義務教育学校との間で転入や転出があった際

に，相互のカリキュラムが異なることで混乱が生じかねないこと，教員が小中学校両方の免許を

所持する必要があることなど，さまざまな課題への対応についても議論に上がっているところで

ございます。 

 本市におきましては，平成２６年度に里美小中学校を，義務教育学校とは違った小学校６年と

中学校３年の形態をとった施設併設型小中連携校として設置したところでございます。現在の小

学校，中学校それぞれの学習指導要領にのっとり，子どもや地域の実態に応じて効果的な教育方

法や環境等の工夫を重ねながら，９年間を見据えた教育を進めているところです。 

〔「わかりました」「答弁で分かります」と呼ぶ者あり〕 

○深谷秀峰議長 宇野議員に申し上げます。今，答弁中ですので，発言は控えるようにお願いし

ます。 

〔「十分もう答えていただいていますので、もう時間が」と呼ぶ者あり〕 

○深谷秀峰議長 発言を控えるようにお願いします。 

〔「わかりました」と呼ぶ者あり〕 

○中原一博教育長 この小中学校が集会活動や行事を共にすることで，中学生が小学生の手本と
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なること，また小学生が中学生を見習うなど，幅広い年齢集団の思いやりの心や社会性が育って

いるとの声が聞こえています。開校前は，保護者から中学生にいじめられるのではないか，小学

生が騒いで中学生の学習に迷惑がかかるのではないかといった不安の声がありましたが，現在で

は中学生が休み時間に一緒に遊んでくれる，縦割り班活動で面倒を見てくれる，小学生の面倒を

見ることで居場所があるといった状態にある小学校と中学校が温かく交流しております。また，

学習面でも，教員が小中段階にまたがって授業を行うことでつまずきなどを早期に解消できてい

るとか，小中学校の教員の視点から子どもの生活の様子を見合うことで小さな変化を見逃さず，

問題行動の未然防止につなげていることも成果として挙げられております。 

 いずれにいたしましても，国が進めようとしております義務教育学校等の制度による教育方法

も含めさまざまございますが，本市においては今後も学校や地域の実態を踏まえて，本市の実情

に合った教育を見きわめながら，学校のあり方を検討してまいりたいと考えております。 

○深谷秀峰議長 農政部長。 

〔滑川裕農政部長 登壇〕 

○滑川裕農政部長 農政部関係の道の駅についてのご質問にお答えいたします。 

 まず初めに，複合型交流拠点施設道の駅における農林畜産業の振興及び地産地消の取り組みと

いたしましては，本施設整備の主な目的は，本市の基幹産業である農林畜産業の振興であり，生

産者一人ひとりの所得の向上につながる，地域で生産された農林畜産物や加工品等の販路の確

保・拡大及びより付加価値の付く販売と各地域における生産の拡大，並びに高付加価値なものの

生産に向けた取り組み等を結びつけていく場作りであるとともに，市民の皆様方に対して地域で

生産された魅力ある地場産品の購入及びそれらを主な食材とした認証品などを食していただける

よう，地産地消の各種事業を推進する拠点とするものでございます。 

 したがいまして，施設全体において，地産地消と消費者の目線に立った品ぞろえやメニューの

構成を基本としてまいります。具体的には直売所はもちろんのこと，レストランにつきましても，

現在地産地消を基本にメニューの素案作り，及びメニューに必要な農作物等の洗い出しを行って

いるところでございます。なお，その際不足する農産物等につきましては，農家の皆様方ととも

に生産にかかわる協議を行い，供給体制の確保に努めてまいります。 

 フードコートにつきましては，テナント方式とし，地元産の常陸秋そばによるそば店や牛乳，

果樹及び米等を素材としたジェラートなどを販売することで，出店者の選定を行っております。

また，加工所につきましてもテナント方式とし，農産物等を十分に活用する各種総菜，お弁当，

餅及び菓子などの製造並びに販売を行うことで選定を行っております。さらには，フードコート

及び加工所においては，新たな特産品となる農作物等を使った商品作りにつきましても，出店者

との協議を行ってまいります。 

 続きまして，生産者や団体の組織化にかかわる進捗の状況といたしましては，直売所の運営は

ＪＡ常陸が担うこととなることから，ＪＡと連携し，出荷希望者の説明会を昨年の１１月及び本

年の２月にわたり計５回実施するとともに，市お知らせ版により募集を行い，出荷者や農産物等

及び加工品などの品ぞろえの確保に取り組んでいるところでございます。 
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 現在までに，農産物等の出荷希望者は１０１名，加工品や土産品等の出荷希望者は３０名とな

っております。しかしながら，まだまだ少ない状況にあるものと認識をしており，再度の説明会

の実施，また関係する各生産部会や団体，グループ，加工業者及び商業者などへの働きかけを引

き続き行ってまいります。さらには，市並びにＪＡ関係の広報紙等を活用し広く周知を図り，よ

り多くの皆様方に参画いただけるよう努めてまいります。 

 また，出荷者の組織化につきましては，この６月下旬に出荷者協議会の準備会として出荷希望

者を対象とした会合を持ち，１年間を通した出荷計画書の作成を依頼するとともに，その取りま

とめを行ってまいります。それにより，品ぞろえのための実証栽培への取り組み等を実施し，１

０月ごろまでをめどに協議会規約及び直売所にかかわる運営規約などを整備し，出荷者協議会を

設立してまいりたいと考えております。今後も来年７月の開業に向け，各種事業に推進してまい

ります。 

○深谷秀峰議長 宇野議員。 

〔２０番 宇野隆子議員 質問者席へ〕 

○２０番（宇野隆子議員） 時間がわずかになってしまいましたけれども，再質問を行ってまい

ります。 

 １項目めの平和行政ですけれども，先ほど安保保障法制と安倍首相は言っておりますけれども，

その中身は全く戦争をする国作りへの戦争法案であるということで，私どもは戦争法案を阻止す

るということで，多くの国民と今運動を広げております。市長はこの法案について，国会審議中

で慎重な審議を求めたいということでありましたけれども，先ほども私の質問の中で申し上げま

したけれども，衆議院の憲法審査会の中で，３人の憲法学者がそのことについて陳述しておりま

す。 

 ３人の学者というのは，自民党，公明党から推薦された学者，そして民主党からも１名，維新

の党から１名ですけれども，それぞれが違憲であると，こういうことを国会で陳述いたしまして，

自民党の大臣は非常に答弁に苦慮していると，非常にあやふやな答弁になってしまったという中

で，やはり与野党で推薦した憲法学者でさえも違憲だと，このように陳述しております。 

 また，地方議会においても，戦争法への反対の意見書が次々と国会出されていると。こういう

中ではやはり７０年間戦争をしてこなかったと，憲法９条がそこに生き生きとあったわけであり

まして，それを根底から取り崩して今まさに戦争をする国作りに突き進んでいると。この戦争法

案を阻止していくために私どもも頑張りますけれども，日本を戦争をする国にしてはならないと

私はここが一番大事なことだと思うんですけれども，市長におかれましてもそういう立場でぜひ

ご活躍をお願いいたしたいとこのことを……，非常に笑っておりますけれども，今大事な問題で

すよ。国の行く末がどうなるのかと。国会だけではないですよ，国会ではじゃあ……。 

○深谷秀峰議長 宇野議員，続けてください。 

○２０番（宇野隆子議員） はい，ありがとうございます。そのようにいたします。 

 それから，小中学生の広島・長崎の平和式典への大使派遣です。近隣の市町村の状況を見なが

ら今後も検討していきたいということですので，引き続いてお願いしたいと思います。 
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 パネル展示につきましては，初めて７０年の節目ということで実施していただくということで

すから，より内容の豊かなものであることで取り組んでいただきたいと思います。 

 マイナンバー制度に移ります。個人情報の特定保護評価書がありますけれども，先ほども言わ

れましたけれども，本市の庁内における１６の業務システムについて，個人情報の漏えい，不正

使用など発生を未然に防いでいく，リスクの軽減，個人のプライバシー等が保護されるようにし

ていく，そのための策定だということでありますけれども，今回の年金の情報流出においても，

個人情報特定保護評価書全ての項目で十分としていたわけで，今度の事件の教訓はこのままのマ

イナンバー制度を開始したら，情報流出は防げないということが言えると思います。 

 ですから私は，こういう仕組みは実施を中止，撤回すること，そして市民のプライバシーを守

る撤回こそが最大の保障だと思っております。ですから，国に対してマイナンバー制度導入を中

止するよう要望していく，このことを強く求めたいと思いますが，このことについて市長にご答

弁いただければと思います。国に対してマイナンバー制度導入中止の要望です。 

○深谷秀峰議長 市長。 

○大久保太一市長 マイナンバー制度の中止をしていく求めをする気はございません。 

○深谷秀峰議長 宇野議員。 

○２０番（宇野隆子議員） 年金機構の情報流出問題を見ましても，市民にもまだまだ知らされ

ていない中で来年１月からこれを開始するというのは，本当に大きな問題を残すことになるので

はないかと私はこの中止を求めていきたいと思います。 

 ３項目めの原子力問題について，先ほど市長からもご答弁いただきました。今回フィルターつ

きベント設備，防潮堤の工事で７８０億円の投資をしている。これはとりもなおさず，これまで

耐用年数４０年ということで，２０年延期して６０年にするということは，東海原発事故後の各

地区での説明会でも日本原電はこのような説明をしておりますけれども，こういうことをして特

別点検ということで行いながら，一方では首長さんたちの懇話会で「これは再稼働にはつながら

ないものだ」と。 

 こういうことをしているというのは，二重三重に私は無責任で，ほんとに問題がある原電の姿

勢だと思っております。私はこれからも，この東海原発，老朽化して古い，避難計画も立てない，

これは何としても多くの皆さんと力を合わせて，再稼働を許さず廃炉へ，これが一番安全な道で

あると，このことを主張し，頑張っていきたいと思っております。 

 原発問題については，先ほど首長会議においても，特別点検においては対応を検討していきた

いと，こういうところで問題を出して，そういうことでご答弁いただきましたので，ぜひ首長会

議においても対応を検討していっていただきたい。このことをお願いしたいと思います。 

 学校の問題ですけれども，いろいろ今回の小中一貫校の，これは制度導入ですね，初めて５８

年ぶりに制度として導入していくと。小中一貫教育はどういう問題があるのか，検証もされない

で制度を導入すると。それを選ぶ，選ばないの選択肢はまだ残っておりますけれども，常陸太田

市において，今後の統廃合のあり方についてもう一点だけ端的にご答弁をいただいておきたいと

思います。 
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○深谷秀峰議長 教育長。 

○中原一博教育長 国ではさまざまな手引きの中で，教育方法あるいは制度について示しており

ますが，常陸太田には常陸太田に合った制度導入を考えていきたいと考えております。 

○深谷秀峰議長 終了１分前です。 

 宇野議員。 

○２０番（宇野隆子議員） まずは子どもたちが大事なことですから，しっかりと検討していっ

ていただきたい，このように思います。 

 以上で私の一般質問を終わります。 

            ─────────────────── 

○深谷秀峰議長 以上で一般質問を終結いたします。 

 本日の議事は議了いたしました。 

 次回は明日定刻より本会議を開きます。 

 本日はこれにて散会いたします。 

午前１１時４８分散会 


